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論文内容要旨
本研究は、 1911 年末にハルハで樹立されたボグド・ハーン政権に合流した東部内モン
ゴ、ル人の動向を考察することによって、ボグド・ハーン政権の内モンゴ、ル統合活動の実
態を明らかにすることである。
ボグド・ハーン政権は 1911 年 12 月に帝政ロシアの援助で、ハルハのフレー(庫倫、
現在のモンゴ、ル国の首都ウランパートノレ)でジェヴツンダムバ・ホトクトを推戴し樹立
された時から 1921 年 7 月の人民革命の時期まで存在した政権である。本論文では 1911
年の樹立から 1915 年 7 月の露、中、蒙キャフタ三国会議が終了するまでの時期を扱う
ことにする。それは、三国会議によって、外モンゴルのみの自治が認められ、内モンゴ
ルは中国の宗主権下に置かれて、モンゴル問題が一段落したことによって、ボグド・ハ
ーン政権の内モンゴ、ル統合活動にも終止符が打たれたからである。
研究対象となるのは、 1911 年 12 月のハルハが独立宣言したときから 1915 年 7 月の
中・露・蒙三国協約が終わるまでの時期におけるボグド・ハーン政権に合流した東部内
モンゴ、ル人の動向で、ある。ボグド・ハーン政権は成立後に内モンゴルへ合流の呼びかけ
を行い、これにこたえて数多くの東部内モンゴ、ル人が合流した。これらの人々の中には、
王公もいれば、平民もおり、身分はさまざまだ、った。彼らは、ボグド・ハーン政権に合
流した後、多くが政権による内モンゴル統合のための軍事活動、即ち南進軍に派遣され
た。それゆえ南進軍に参加した東部内モンゴル人の動向を研究することは、ボグド・ハ
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ーン政権に合流した東部内モンゴル人の動向を知る上で重要な位置を占める。本論文で
は、南進軍に参加した東部内モンゴル人の中で最も特徴があるジョソト盟の平民パボー
ジャヴとジリム盟の閑散王公ナスンアルピジフの二人を例として取り上げたい。その理
由は、身分が具なる二人の動向を取り上げることで、モンゴル独立や内モンゴ、ル統合を
めぐって、当時の社会関係がどのような意味をもったのかを明らかにすることができる
のではなし、かと思われるからである。
ボグド・ハーン政権の内モンゴ、ル統合努力において、内モンゴル出身の指導者達が重
要な役割を果たしたことがすでに中見氏らの先行研究によって明らかにされている。し
かし、これら内モンゴ、ル人の動向については、従来利用可能な史料が限られていたこと
から、その事実関係の理解は、必ずしも充分なものとはいえなかった。特に従来使用さ
れてきた史料は、これら内モンゴ、ノレ人が直接残した史料ではなく、同時期の間接的な情
報か、後世の回想録などで、あった。ところが、モンゴル国立アルヒーフには、彼らがボ
グド・ハーンに呈上した文書をはじめとして、直接彼らに関わる史料が保存されている。
本研究では、従来の知見を踏まえつつも、事実関係の認識の誤りや、不十分な点を、こ
れら一次史料当事者の呈文に基づいて再検討しようとするものである。
1990 年代のモンゴ、ル国の公文書館の対外開放によって、モンゴルに関する史料が日
本、欧州|、中国のものに限れていた情況が改善され、モンゴル近現代史の研究は新しい
展開を迎えた。一方、日本でも 2001 年にアジア歴史資料センターのホームページが開
設され、インターネットを通じて資料を閲覧することが可能となったことによって、研
究の視野がより一層広がったので、あった。本論文は正に、これらモンゴルのアルヒーフ
に保存されている内モンゴ、ル人らとボグド・ハーン政権との間で往来されていた手紙な
どの一次史料とアジア歴史資料センターに掲載されている日本の内モンゴル関係文書
を用いて、 1911 年に樹立されたボグド・ハーン政権に合流した東部内モンゴル人の動
向を明らかにしようとしたものである。モンゴ、ルの独立運動の当事者であったモンゴ、ル
側文書に対して、第三国であった日本が残したモンゴ、ル関係資料はどのように評価され
るのであろうか。第一章では 1912 年 8 月から 12 月の期間を対象に、これらの日本に
保存されている資料の性格を、情報収集機関とその情報源の面から考察した。この結果、
日本側が領事館警察などを使って収集していた情報は、ほとんどが中国政府内の情報で
あり、二次即ち間接情報であることが判明した。そのため、日本側の資料のみを用いて
当時のモンゴ、ルの動向を明らかにすることはできず、モンゴル国立中央アルヒーフに保
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存されている一次史料と合わせて検討することが必要である。
本論文では、 1911 年に樹立されたボグド・ハーン政権に合流した東部内モンゴル人
であるパボージャヴとナスンアルヒ守ジフの動向と、ボグド・ハーン政権南進軍の一路で、
パボージャヴを指揮官とした東南辺境軍の編成を明らかにすることを通じて、内モンゴ
ル人の合流がどのような歴史的条件の中で行われ、どのような問題に直面したのかを検
討した。
政権に合流した内モンゴ、ル人の多くが内モンゴル東部、すなわちジリム盟、ジョソト
盟、ジョーオダ盟の出身者で、あった。多くの研究は、彼らの合流を民族の独立・統合と
いう点でとらえ、統合失敗の過程をロシアと日本による勢力圏分割や中国の独立限止の
努力といった国際関係と結びつけて説明してきた。しかしこれらの研究は、内モンゴ、ル
人の政権への合流という行動を、それを規定していたモンゴ、ル社会内部の歴史的条件に
即して理解したとは言い難い。そこでは、パボージャヴの合流もナスンアルピジフの合
流も、あるいはウタイやラシミンジュール等の合流も、ひとしく民族独立・統合を求め
る動きとして単純化される傾向がある。しかし彼らの実際の合流は、 1910 年代のモン
ゴ、ルの社会関係や身分関係に規定されながら行われたのである。本論文で検討した結果、
中国、ロシア、日本などの国際事情の影響は勿論あったが、その一方で、モンゴル社会
内部の事情として、 j青代モンゴルの王公制度と盟旗制度があったことが明らかになった
のである。
バボージャヴのフレ一行は、このことをよく示している。ボグド・ハーン政府成立当
時、バボージャヴは奉天省管轄下の彰武県巡警局長という地位にあり、かつ彼は平民出
身であって王公身分でもなく、また旗の官職についていたわけでもなかった。つまり彼
は盟旗制度や王公制度の枠の外にいたのである。またパボージャヴは、ボグド・ハーン
政権への合流にあたって自旗のジャサグや王公の紹介を得たような事実も知られてい
ない。ところが従来の理解では彰武県から「逃亡」したパボージャヴは、直接プレーに
赴き、直ちに政権に受け入れられて鎮国公に封ぜられたように考えられてきた。しかし
パボージャヴが、独立運動に加わるためにフレーに赴いたというだけで、直ちに歓迎を
受けて鎮国公の爵位授与という破格の待遇を受けるのは非常に不可解に思われる。そこ
で、パボージャヴの動向を子細に検討した結果、彼がジリム盟の閑散王公ナスンアルピジ
フの召募を受けてその営長となり、ナスンアルピジフが彼を伴ってボグド・ハーン政権
に赴いたことで始めて政権との接点を得たことが判明した。即ち、平民パボージャヴを
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ボグド・ハーン政権に結びつけたのは、閑散王公であるナスンアルピジフなのである。
このことから、合流運動が王公制度を枠組みとして動いていたことがわかる。
一方そのナスンアルピジフは、内モンゴル・ジリム盟ホルチン左翼後旗の閑散王公で、
あり、政権への合流に際して、ジリム盟左翼二旗、即ち、ゴ、ルロス後旗ジャサグ・ボヤ
ンチョグとホルチン左翼中旗王公ナランゲレルの甘結書を政権に届けている。ボグド・
ノ\ーン政権は、ナスンアルピジフを彼自身の旗である左翼後旗のジャサグ・アムルリン
グイと上述の二旗を代表する者と見なし、それゆえに軍務省副大臣に任命したので、あっ
た。彼の合流も、ボグド・ハーン政権が王公によって樹立された政権であることをよく
示すものである。即ちジリム盟王公を代表して行われた彼の合流は、ボグド・ハーン政
権の王公制度や盟旗制度の構造の中で行われたのである。彼が軍務省副大臣と員鞍の爵
位を加えられた理由もここにある。
ボグド・ハーン政権に合流した内モンゴル人たちを規定した歴史的状況は、南進軍の
一路である東南辺境軍の組織編制からも伺うことができる。南進軍の編成は、当時のボ
グド・ハーン政権軍の性格をよく示している。
まずホロー、アンギ、アルパンから成るその構成は、『欽定モンゴ、ル国則例』に規定
されているモンゴル軍の構成と一致しているが、それはさらに、清末に編成された新軍
の中の巡防営の構成とも良く似ていることが知られ、巡防営の編制がボグド・ハーン政
権軍の編制のモデ、ルになったのではなし、かと考えられる。しかしボグド・ハーン政権南
進軍は一見このような近代的な編成をもっ一方で、清代の軍編成の特徴をも有している
ことが分かる。 1913 年末の撤兵以前の東南辺境軍は、ハルハ兵とダリガンガ兵、内モ
ンゴ、ル・シリンゴル盟の部隊(第一営と第二営)と、東部内モンゴルから集められた兵に
よって構成される部隊(第三営・第四営・. )から成っている。前者はアイマグ(部落)
ごとに編成された、前近代的な方法で編成された部隊であり、後者は内モンゴ、ル各地か
ら個人で参加した兵をもって編成された義勇兵部隊で、あった。南進軍撤退後は、前者が
そのまま引き抜かれて、残る内モンゴル人義勇兵部隊がバボージャヴの指揮下に残され
たのであった。このような東南辺境軍の特徴は、辺境軍が清代の軍編成と、近代的軍隊
の編成をあわせ持つ過渡的な軍隊であったことを示す。内外モンゴル統合が実現できな
くなった時、バボージャヴは後者の部分のみをそのまま引き連れて内モンゴ、ルに戻った
のである。ボグド・ハーン政権は東南辺境軍を政権の軍隊だと認めながらも、ハルハと
内モンゴ、ル所属の兵士らを統合した軍編成をしようとはしなかったのである。
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南進軍撤退後、キャフタ条約締結までの問、東南辺境軍はパボージャヴの指揮下で維
持されていた。従来この時期のパボージャヴは、軍を率いて政権からは独自に行動して
いたかのように理解されてきた。しかし第五章での検討から、パボージャヴの部隊はボ
グド・ハーン政権の東南辺境軍として政権と常に連絡を維持し、その指示を受けて行動
していたことが判明した。彼らは政権の軍務省などと連絡を取っていたばかりでなく、
内外モンゴ、ル統合をめぐって、上下両院にも請願書を提出していたのである。これは、
パボージャヴ軍が政権東南辺境軍としての実質を保っていたことを示すものである。
要するに、 1910 年代の東部内モンゴル人のボグド・ハーン政権への合流と内外モン
ゴル統合運動は、ロシア、中国、日本など国際関係の影響などの外部的要因ばかりでな
く、内部においても、王公制度や盟旗制度などの歴史的な条件の中にあったのである。
それは、政権内部においてさえ民族的統合を実質化することができなかったという意味
で、 1910 年代のボグド・ハーン政権の内モンゴノレ統合運動の歴史的な限界でもあった
といえるだろう。
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論文審査結果の要旨
本論文は， 1911 年，中国清朝から独立を宣言した外モンゴルのボグド・ハーン政権に合流した内モンゴ、ル出
身者の動向を，近年利用が可能になった公文書史料を用いて再検討したものである。ボグド・ハーン政権に合流し
た内モンゴ、ル出身者については，社会主義期にモンゴル国で出版された少数の伝記や，中見立夫による国際関係史
の立場からの研究があるが，文書史料の利用が限定されていたため，研究には限界があった。
筆者は，内モンゴルから政権に合流し，内モンゴ、ル統合活動に関わったことから，合流者の歴史的条件相舌動の
限界を最もよく示すパボージャヴとナスンアルビ、ジフをとり上げ，合流の経緯そ栢動，役割などについて，主にモ
ンゴル国立中央アルヒーフ所蔵文書や，日本のアジア歴史資料センターが公開した外務省文書により再検討した。
筆者は第一章で日本側文書史料の情報源を検討し，それらが中国政府の情報等二次情報に依拠していたことを初
めて明らかにしモンゴr;Lイ則史料と合わせ用いることが必要と主張した。
第二章ではパボージャヴのボグド・ハーン政権への合訴議主主宰を，アルヒーフ所蔵の同人の呈文等により検討し，
壬公ではなし恨の政権への合流は，内モンゴ、/レ東部で、募尉舌動を行っていた王公ナスンアルビ、ジフの軍への加入に
よりはじめて可能となったことを明らかにし丸
第三章ではナスンアルビジフの活動を検討し，彼が王公としてジレム盟二旗王公の文書を政権に届けて軍務省副
大臣に任命されたことや，その民国帰順の樹牟を明らかにした。
第四章で、はアルヒーフ所蔵の檎冊により 1913 年と 1915 年の東南辺境軍の部隊編成を検討し，同軍が清末の新
軍巡防営の編尻町去により編成されていたこと，アイマグ(剖蒋)ごとの部隊編成と，内モンゴ、ル出身者の義勇兵部
隊とし、う編成原理の異なる部隊が共存する軍隊で、あったことを明らかにした。
第五章では，東南辺境大臣パボージャヴの役割について検討し，彼が大臣として，ボグド・ハーン政権の各省庁
の指示に従っていたことを明らかにし，内モンゴ、ルからの撤兵後独自の行動を取っていたとする定説を否定した。
以上より筆者は，ボグド・ハーン政権の統合運動が，王公制度や盟旗制度を榊旦みとしており，近代的な民族独
立運動としてのみとらえることのできない歴史的限界を持ち，パボージャヴ・ナスンアルピ、ジフらも，かかる歴史
的限界の中で行動していたと論じた。
本研究は，新出の文書資料を用いることで 1910 年代のモンゴル独立運動を，同時代的な条件の中に位置づける
ことに成功したという点で評価することができる。個別の事実も，アーカイヴ史料の分析から得られた新知見を多
く含んでおり，モンゴ、川丘代史，東北アジア近代史に新たな輸事を提示するもので，言判面に価する。
よって，本論文は博士(学術の学位論文として合格と認める。
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